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政府統計オンライン調査システム（e-Survey）の概要

 「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」に基づき、各府省の統計調査の
オンライン調査（メールや個別システムによるものを除く）における共通の汎用
的なシステムとして整備・運用。（共通する最低限の機能を実装し、各統計調査
における差異についてはそれぞれで工夫等を行っていただくなど、全体として効
率的に運用。）

 機能の概要
e-Surveyで処理する業務の範囲（概要）

審査、集計等

については各府

省の対応

（システム等）

データとし
てダウン
ロード可能
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調査対象者ＩＤ 事業所 住所

B7001030 株式会社○○観光 東京都新宿区○○町○番○号

D9857272 （株）××コーポレーション 埼玉県狭山市××町××

B7001020 株式会社△△商会 東京都千代田区△△丁目

B8275978 ※※管理（株） 兵庫県神戸市※※町※※ハイツ※番

B7001010 株式会社□□不動産 東京都北区王子□□町□丁目

回答受付状況と調査対象名簿との照合について

〇 オンライン調査システムから回答受付状況データをダウンロードし、エクセルなどの表計
算ソフトで調査対象者名簿とマッチングすることにより、簡易に調査対象者ＩＤと名前の照合
が可能（ダウンロード機能は現システムで既に提供）

回答受付状況詳細画面

参考）住宅・土地統計調査（約350万世帯が対象）においても、ダウンロードした回答受付状況データについて、回答状況を容易
に判別できるような工夫（Excelマクロを作成）を施し、市区町村の職員等に提供するなどの支援に活用。

エクセル上に
マッチングし、
調査対象者IDを
キーに照合等が
可能。

×

・
・

・
・
・

オンライン調査システム

調査実施機関にて管理しているデータ
（調査対象者名簿等）

回答受付状況データ（Excel）
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各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議

内閣総理大臣を本部長とする、高度情報通信ネットワーク社会推進（ＩＴ）戦
略本部において、関係行政機関相互の緊密な連携の下、政府全体として情
報化推進体制を確立し、行政の情報化等を一層推進することにより、国民の
利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化、効率化、信頼性及び透明
性の向上に資することを目的として、平成14年９月18日に設置。

・電子政府構築計画（初版）（平成15年７月17日決定）
・電子政府構築計画（一部改定）（平成16年６月14日決定）
・電子政府推進計画（平成18年８月31日決定）

府省横断的なＩＣＴ業務改革府省横断的なＩＣＴ業務改革

■統計利用に係るワンストッ
プサービスの実現
各府省のホームページの構成、
用語等の共通化を図り、統計情
報が一元的に利用可能なワンス
トップサービスを実現。

■業務の簡素化・合理化
業務処理の共通化、一元化・集中化、取り扱う情報の標準化、外部資源の活用等を推進。

■統計調査のオンライン化
の推進
現行の統計調査方式と併用又
は代替が可能なオンライン調
査を順次導入。（共同利用シ
ステムに整備するe-Surveyの
機能を原則活用）

■母集団情報の管理及び標
本抽出の共通化
事業所・企業を対象とする各
種統計調査の母集団情報の管
理及び標本抽出の共通基盤を
整備。

2006年3月31日 各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議において
「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」を決定

2006年3月31日 各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議において
「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」を決定

■各府省の情報システムの集約
各府省でそれぞれ開発・運用していた統計関係の情報システムを集約し、政府統計共同利用システムを整備し、平成20年

４月から運用。（16システムを集約）

政府統計オンライン調査システム整備に係る経緯等

2003年、e-japan戦略・電子政府構築計画等に基づき、府省共通の業務・システム（人事・給与、旅費、
電子申請、統計等19分野）について最適化計画を策定し、業務の見直しや共通システムの整備を推進

参考1
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政府統計共同利用システムの概要 参考２

※政府統計共同利用システムの運用等経費（機器・データセンター借料、運用・保守・監視要員等）は、各府省
が、従事する職員数や調査客体数の規模等に応じ按分した額を分担して負担。（平成26年度予算額：約7.1億） 4



政府統計オンライン調査システムの利用状況と改善対応

平成24年度オンラ

イン調査導入統計
調査数

うち、政府統計オン
ライン調査システ

ム利用
備考

１３９ ４３
その他96調査は政府共通ＮＷやLGWAN等の府省共通NWの利用や
府省システム、電子メールによるオンライン調査

○ 利用状況

※平成24年度最適化実施評価報告書（案）による。

 各府省及び調査対象者から寄せられる改善要望等について、予算や費用対効果等も勘案
し、共通的な機能向上・利用向上につながる事項、特に調査対象者の利便性向上につなが
るものを優先的に対応しているところ。

例）

・ＰＤＦ形式・Ｅｘｃｅｌ形式の電子調査票に加え、より入力等が容易なＨＴＭＬ形式に

対応

・エラーメッセージについて、原因等の具体的内容の表示 など

・スマホやタブレット端末からの回答を可能とする機能の整備（28年度まで）

など

○ 改善対応

参考３
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